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で 3.8 億㎡の延床面積が存在している。また、その多くの建物が 1960 年～1980 年に建設











策による VFM の経済的効果分析 1」では、我が国の公共施設約 3.8 億㎡の延床面積の中で、
比較的利用頻度が高く、建物の運営費用も効率的な建物群が全体の約 40％程度存在すると
仮定した場合、公共建物全体の 40％の建物の建替え周期を 60 年→80 年の長寿命化を図る

















コンクリート造（地下 2 階、地上 8 階、塔屋３階、建築面積：2,427 ㎡、延床面積：
21,590 ㎡）。2012 年に耐震補強のプロポーザル実施。居ながら工事で免震構造改修、曳家
工事 2（総重量 30,000 トンの建物を斜め方向に 141 ㎜移動）、庁舎維持管理改修の大規模
改修工事を 2014 年 5 月～2015 年 11 月に実施した。 
                                                   






2020 年現在、既存建物竣工後の建物利用年数は、55 年目となる。 
 
2.1.2新宿区役所の長寿命化に至った経緯 












2011 年  耐震診断実施。耐震能力不足が判明 
2012 年 12 月 本庁舎免震改修工事プロポーザル実施要項公開 
2013 年 5 月 本庁舎鉄骨ブレース補強・柱の耐震被覆補強による応急耐震補強工事 
2013 年 5 月 本庁舎免震改修工事設計・施工受託企業：大成建設株式会社 
2013 年 6 月～2014 年 4 月 改修設計：大成建設株式会社一級建築士事務所 
2014 年 5 月～2015 年 11 月 大規模改修工事実施 










天然積層ゴム支承           オイルダンパー 
免震構造では通常 500～600 mm 程度の免振クリアランスが必要になる。新宿区役所本庁
舎は北東側の隣地境界の間隔が 300mm、北西側の道路境界の間隔も 300mm 程度しかなく
クリアランスが不足していた。そこで、地下 2 階・地上 8 階建ての巨大構造物（総重量 30,000












新宿区役所の長寿命化実現への施策期間は、2011 年耐震診断実施から 2014 年 5 月の大









ート造（地上 4 階、1958 年竣工、延床面積 5,385 ㎡）、前川新館：鉄筋コンクリート造（地
下 1 階、地上 6 階、塔屋 2 階、1974 年竣工、延床面積 5,898 ㎡）、市民防災館（増築棟）










前川本館・前川新館の大規模改修工事と市民防災館（増築棟）新設を 2015 年 9 月～
2017 年 9 月に実施した。 
2020 年現在、既存建物前川本館竣工後の建物利用年数は、62 年目となる。 
 
2．2.2弘前市庁舎の長寿命化に至った経緯 






点機能の充実」を掲げ、次の 5 つの基本方針が計画された。 







2008 年  弘前市歴史的風致維持向上計画を策定 
2010 年  市庁舎改修等検討委員会を設置 
2011 年  市庁舎建築総合調査を実施：前川建築設計事務所が担当 
2012 年   弘前市庁舎整備計画を策定  
2012 年 11 月～2014 年 3 月 改修設計、市民防災館新築設計：前川建築設計事務所 
2014 年 9 月 市民防災館（増築棟）工事業者入札・契約 
2015 年 9 月   改修工事業者入札・契約 
2014 年 10 月～2016 年 6 月 市民防災館（増築棟）新築工事実施 
2015 年 9 月～2017 年 9 月  大規模改修工事実施 
2015 年  弘前市は、市庁舎を「歴史的風致形成建造物」に指定した。 









                                                   
3 「オーセンティシティ= 真実性」というキーワードとして、①建築の材料、②工法・技術、③デザイン・意匠・空間、



































から 2015 年 9 月の大規模改修工事着工まで約 7 年間を必要とした。工事費は、前川本館・
新館（既存棟）大規模改修工事費が 2,590,000 千円。市民防災館（増築棟）工事費が 3,256,000
千円。立体駐車場工事費が 594,000 千円。その他費用が 95,000 千円。合計 6,535,000 千円
であった。 
前川本館・新館（既存棟）の延床面積は、5,385 ㎡＋5,898 ㎡＝11,283 ㎡である。㎡当た







【コンクリート中性化対策・ELV 設置】横浜市営ひかりが丘住宅は、1968 年度から 1971
年度にかけて建設されたマンモス団地で、54 棟 2,200 戸の住宅を供給している。敷地面積：
183,223 ㎡、建設年度及び戸数：1968 年（11 棟、400 戸）、1969 年（20 棟、820 戸）、1970
年（19 棟、820 戸）、1971 年（4 棟、180 戸）計 2,220 戸。構造種別：階段室型住棟、プレ
キャストコンクリート造、5 階建。 
1982 年，1992 年に増築棟が建設され、2020 年現在 57 棟 2,325 戸の住宅が供給されて








2009 年 3 月に国土交通省から発表された「公営住宅等長寿命化計画策定指針」に基づき、
横浜市では「横浜市公営住宅等長寿命化計画（2010 年 3 月）」を作成している。ひかりが丘
住宅は、当計画内で「個別改善事業（大規模改修工事）により長寿命化を図るべき住宅団地」
と位置付けられた。この決定時（2010 年 3 月）、団地内の一番古い住宅棟では、竣工後 42
年が経過していた。 






















7 躯体の安全性とは、昭和 56 年（1981 年）の建築基準法施行例（新耐震基準）に基づき設計・施工された
住棟については耐震性をあるものとする。新耐震基準以前の住棟については、1 次判定において建替え及
び用途廃止の候補とした住棟以外は安全性の判定を行う。 









後は 90 年以上の建物利用を目標にしている。 
 
2.3.3横浜市営ひかりが丘住宅の長寿命化を実現するまでの工程 
2010 年 3 月  「横浜市公営住宅等長寿命化計画」を作成 
2010 年度   ひかりが丘住宅は、長寿命化を図る住宅団地と位置づけられた。 
2012 年度～2016 年度 ELV 設置及び 2 方向避難経路の確保工事 









大規模改修工事①「ELV 設置・2 方向避難」 
階段室型 ELV（エレベーター）の設置。 
 


















































横浜市営ひかりが丘住宅の長寿命化実現への施策期間は、2010 年 3 月横浜市公営住宅等
長寿命化計画を作成から 2016 年の大規模改修工事着工まで約 6 年間を必要とした。4 街区
4 号棟（2018 年度工事）の実績は、約 442,000 千円。延床面積は 2,268 ㎡。大規模改修工
事は、「居住性向上改善、福祉対応改善、長寿命化改善（コンクリートの中性化対策）」であ
る。尚、ELV は 5 基あるので、約 19,000 千円×5 基＝95,000 千円となり、合計すると、約
442,000+95,000=537,000 千円の整備費となった。 
㎡当たり単価を計算すると、537,000 千円÷2,268 ㎡＝237 千円／㎡の大規模改修費用で
あった。 
今後の完成までの総事業概算費は、総対象住戸数は、2K が 1,260 戸。3DK が 960 戸。
計 2,200 戸として著者の試算によると、20,277,000 千円となった。事業概算費、戸当たり
工事費、棟当たり設計費・劣化調査費を下記に示す。 
 






、1976 年竣工の鉄骨鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造（地下 1 階、地上 4 階、建築面積
：1,373 ㎡、延床面積：3,529 ㎡）。2008 年に再生建築のプロポーザル方式の設計入札コン
ペが実施され、青木茂建築工房が受注した。改修工事は、2009 年 10 月～2010 年 11 月に














工事費 19,981,317 2K 8,600 200 4,200 800

























2006 年 9 月  清瀬市民センター再整備基本構想（案）を作成することを目的とする庁内
プロジェクトチームを立ち上げる。 
2006 年 10 月  清瀬市民センター再整備に関するアンケート実施 




2007 年 6 月  再整備検討委員会を立ち上げ、公募市民及び有識者からなる清瀬市民セ
ンター再整備検討委員会を立ち上げる。 
2007 年 9 月 再整備検討委員会答申 「清瀬市民センター再整備の基本的な計画につ
いて」を答申。答申を受け、市は「清瀬市民センター再整備基本構想」を
策定。 
2008 年 4～8 月 基本設計業務委託 
基本構想に基づいた基本設計をプロポーザル方式で業者選定。 
株式会社青木茂建築工房が選定された。 
2008 年 11 月～2009 年 3 月 実施設計業務委託：株式会社青木茂建築工房 
2009 年 10 月～2010 年 10 月 再整備工事（大規模改修工事）実施 





























清瀬けやきホールの長寿命化実現への施策期間は、2006 年 9 月清瀬市民センター再整備
基本構想（案）を作成から 2009 年 10 月の大規模改修工事着工まで約 3 年間を必要とした。
大規模改修工事費用は、1,488,000 千円（設計費：97,618 千円、工事費：1,390,382 千円）









1950 年には従業員も 2 千数百人を超す工場となった。その後、海外の紡績業の躍進など
により国内の産業構造が大きく変化し、紡績の生産量が減少し 1966 年 4 月に東洋紡績と
合併したが、1982 年に紡績工場としての操業を終了した。市民芸術創造センターの既存棟
は、この東洋紡績呉羽工場（延床面積：36,594 ㎡）の一部（延床面積：7,984 ㎡）を利用
し、1995 年 9 月に市民芸術創造センターを開館した。その後、増築棟（延床面積：1,333





















1990 年度   富山市新総合計画・第 2 期基本計画において「舞台芸術パーク構想」が打 
ち出された。 
1991 年 11 月  東洋紡績から富山市土地開発公社が第 1 期用地取得 
1994 年 9 月  東洋紡績から富山市土地開発公社が第 2 期用地取得 
（呉羽アパレル（株）が操業中のため、取得時期を 2 回に分けた） 
1994 年 3 月   芸術パーク整備基本計画策定 
1994 年 6 月    市民芸術創造センター整備工事着工 
1995 年 9 月    市民芸術創造センタ （ー既存棟）開館 桐朋オーケストラ・アカデミー開校 
1999 年 4 月    桐朋学園大学院大学開学 
2002 年 10 月   市民芸術創造センター（増築棟）開館 































富山市民芸術創造センターの長寿命化実現への施策期間は、1991 年 11 月東洋紡績から富山
市土地開発公社が第 1 期用地取得から、1994 年 6 月の市民芸術創造センター整備工事着工 
までに約 3 年間を必要とした。既存棟の大規模改修工事費は、2,702,000 千円であった。既


























が判明」が 3 施設／5 施設で 60％を占める。長寿命化に向けた計画書を作成して実施した
施設が 3 施設／5 施設で 60％を占める。また、自治体で設定した「長寿命化の選定基準」
から指定された施設が、横浜市ひかりが丘住宅で 1 施設／5 施設で 20％であった。 
「既存建物竣工後から長寿命化施策第一歩までの時期」に関しては、建物耐用年数として、
30 年（S 造（骨格の肉厚が 3mm を越え 4mm 以下のもの）財務省減価償却年数）、50 年
（RC 造財務省減価償却年数）を目安とした比較分析を図１に示す。 
 
図 1 既存建物竣工後から長寿命化施策第一歩までの期間 
既存建物竣工後から長寿命化施策第一歩までに期間としては、20％の 1 施設・清瀬けや
きホールが既存建竣工後 30 年以内に長寿命化への移行計画を開始した。また、60％の 3 施






















































時に工場の利用年数は既に 61 年に達していた。 
「施策期間（施策第一歩から工事着工までに要した期間）」は、作業期間の比較として、
「3 年以内、4 年以上 6 年以内、7 年以上」を目安とした比較分析を図 2 に示す。 
 
図 2 長寿命化施策期間（施策第一歩から工事着工までに要した期間） 
長寿命化施策期間としては、40％の 2 施設が 3 年以内で長寿命化工事着工までを実現し
ている。また、この 2 施設は、この期間内にプロポーザル方式の公募型入札を実施して設計
者を選定している。次に 40％が 4 年以上 6 年以内で長寿命化工事着工を実現している。横
浜市営ひかりが丘住宅は 2,200 戸と団地規模が大きいことと、長寿命化工事前に ELV 設置
工事を行っているため、6 年の施策期間を必要とした。また、長寿命化工事は 2016 年から
10 年間に渡り工事業者を毎年入札で決定して実施している。一方、富山市民芸術創造セン
ターは、「舞台芸術パーク構想」が打ち出され、民間の土地・建物の購入が必要となり工事









庁舎・住宅団地の新築計算の各種単価（設計、工事等）は、「平成 31 年度版 建築物のラ




















2,270 円/㎡、解体処分コスト：33,800 円/㎡とする。 
延床面積は、増築後の 21,590 ㎡と同じで計算することにした。 
・設計コスト  10,120 円×21,590 ㎡     =  218,490 千円 
・新築コスト 328,700 円×21,590 ㎡     = 7,096,633 千円 
・工事監理コスト 2,270 円×21,590 ㎡       =   49,009 千円 
・解体処分コスト  33,800 円×21,590 ㎡       =  729,742 千円 
同規模庁舎の建設費     合計         8,093,875 千円と計算できる。 
「弘前市庁舎」の新築計算でも同上の単価を採用し、延床面積は、前川本館＋前川新館（既
存棟）の 11,283 ㎡と同じで計算することとする。 
・設計コスト  10,120 円×11,283 ㎡     =  114,184 千円 
・新築コスト 328,700 円×11,283 ㎡     = 3,708,722 千円 
・工事監理コスト 2,270 円×11,283 ㎡       =   25,612 千円 
・解体処分コスト  33,800 円×11,283 ㎡       =  381,365 千円 
同規模庁舎の建設費     合計         4,229,883 千円と計算できる。 
「横浜市営ひかりが丘住宅」の新築計算では、4 街区の 4 号棟を新築した場合を想定し、単価
は、中層住宅（4 階程度）の LCC 集計表で掲載されている、設計コスト：19,620 円/㎡、新
築コスト：240,300 円/㎡、工事監理コスト：6,160 円/㎡、解体処分コスト：40,400 円/㎡と
する。 
延床面積は、4 街区 4 号棟の 2,268 ㎡で計算することにした。 
・設計コスト  19,620 円×2,268 ㎡     =  44,498 千円 
・新築コスト 240,300 円×2,268 ㎡     =  545,000 千円 
・工事監理コスト 6,160 円×2,268 ㎡       =  13,970 千円 
・解体処分コスト  44,400 円×2,268 ㎡       =  91,627 千円 
同規模団地の建設費     合計         695,096 千円と計算できる。 
尚、同規模の新築建物と比較する既存建物の費用は、実施した既存棟は ELV が 5 基を増
加したが、新築の設計は ELV が 1 基のため、長寿命化工事費用は、442,000（整備費）+19,000
                                                   
10 「平成 31年度版 建築物のライフサイクルコス」トでは、公共の庁舎、学校、中層住宅、高層住宅のライフサイ
クルコストを掲載している。新築コストは、それぞれのモデル建物の内訳書の直接工事費と共通費を集計し、国土
交通省の建設工事費デフレーター（建築総合）と「平成 30 年度新営予算単価」の地域別工事費指数で H28 年 10
月、東京に補正し、延床面積当たりの単価を求めている。 




（ELV1 基の工事費）=461,000 千円として 5 章で比較する。 
「清瀬けやきホール」の新築計算では、「平成 31 年度版 建築物のライフサイクルコス
ト 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 編集・発行：一般財団法人 建築保全センター」
内に該当する単価が無いので、富山市民芸術創造センターの長寿命化調査で関連建物として、
富山市の文化ホール新築工事の事例とし、工事単価 730 千円/㎡（1996 年竣工の富山市芸術
文化ホールの工事費実績）を当論文内では利用する。 



















表を表 2 に示す。 
  
                                                   










分けて長寿命化工事内容の概要として区分する。当区分での分布を図 3 に示す。 
 
図 3 長寿命化工事内容別割合 
長寿命化工事内容比較としては、20％の 1 施設・新宿区役所本庁舎が、外壁・屋上・内装




























































































安として、長寿命化工事費用：A と、既存建物の新築費用（計算上）：B から「A/B＝5 割以
内、5 割以上 7.5 割以内、7.5 割以上」の区分での分布を図 4に示す。 
 
図 4 長寿命化大規模改修費用対新築工事費用との比較 






次に、長寿命化大規模工事費が新築工事の 5 割以上 7.5 割以内の施設は、弘前市庁舎・横































・ 新宿区 HP 
・ 弘前市 HP 
・ 弘前市役所本庁舎 増築棟新築工事、既存耐震および改修工事計画案等説明資 
・ 横浜市ひかりが丘住宅住戸改善事業について 
・ 横浜市一般公共建築物 保全・更新計画 
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